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歯科経営情報レポート 

経営環境分析と 

成長を続ける歯科医院の特徴 
要 約 版 

ポ イ ン ト 

（注意書き） 
※本稿は、平成 20 年 4 月 18 日に開催された『ＢＭＣ医業コンサルティング研究会』（講師：㈱ヨシダ プラン

ニング・マネージメント・コンサルタント小島龍哉氏）の講義録を基に編集・作成しております。 
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（１）歯科医院、歯科医師の増加 

 

■歯科医院数の変化 

 平成 12 年度 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 18 年度 

全国総人口 126,926 千人 127,291 千人 127,435 千人 127,770 千人 

全国歯科医院数 63,361 件 64,297 件 65,073 件 67,392 件 

一診療所当たり潜在患者 20.7 人 20.4 人 20.2 人 18.9 人 

 

 全国総人口の伸び率 106.6％に対して、歯科医院数の伸び率も 106.4％と比例的な伸び率

を示していますが、一診療所当たりの潜在患者数は91.3％と減少し、歯科医院数の増加が、

一診療所当たりの収益に大きな影響をもたらしているのが読みとれます。 

 

■歯科医師数及び人口 10 万人当歯科医師数の推移 ～ 全国 ～ 

年 度 歯科医師数 人口 10 万人当たり 

昭和 50 年 43,586 人 38.9 人 
昭和 61 年 66,797 人 54.9 人 
平成 6 年 81,055 人 64.8 人 
平成 12 年 90,857 人 71.6 人 
平成 14 年 92,874 人 72.8 人 
平成 16 年 95,197 人 74.8 人 
平成 18 年 97,198 人 76.1 人 

 

（２）期待できない診療報酬改定 

 歯科医院の収入のうち、約 80％強が保険医療収入です。この収入を支える診療報酬の改

定が、過去幾度となく行われてきていますが、この約 20 年間、その診療点数内容はほとん

ど変わっていないのが実情です。今回の改定も 0.48％アップと言われていますが、一般の

歯科診療所にとっては、ほとんど増加にならない状況です。 

 それよりも、診療材料や人件費等の経費がずっと上昇しており、医院経営を圧迫してい

るのです。 

歯科医院経営環境の現状 

１ 

１｜一段と厳しい医院経営の状況  
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（３）税制面での優遇縮小 

 医院経営に対する税制の中に、租税特別措置法（特措法）があります。しかしながら、

実際に活用できている歯科医院は多くありません。税制が出来た当初は、社会保険診療報

酬の一律 72％の概算経費でしたが、現在は４段階に分かれており、実額経費で申告せざる

を得ない歯科医院が多く、優遇性があると言えません。 

 また、中小企業投資促進税制という優遇税制がありますが、歯科医院が投資する医療機

器は対象外となっています。投資の対象は機械・装置となっていますが、医療機器は器具

という扱いになるというのが官庁の判断です。 

 このように税負担での優遇を受けることができなくなり、歯科医院の収支採算ベースは

悪化しているのです。 

 

（４）雇用環境の変化 

 歯科医院は、ドクターだけでは成り立ちません。スタッフ、特に歯科衛生士の存在が必

須となっています。しかし、実際の歯科医院のうち、約 40％が歯科衛生士不在です。今回

の診療報酬改定でも、歯科衛生士がいれば取れる点数が設定されています。 

 

●歯科衛生士 

 稼働している歯科衛生士は全国で、約８万人いますが過去から余り増加していません。 
 全国に歯科衛生士養成学校は 148 校あり、毎年 8,000 人～9,000 人が卒業するものの、女性

という職業柄、結婚・出産という理由で多数がリタイアしているためです。資格者は約 22
万人いる内、稼動が８万人となっている現状で、業界は歯科衛生士のリタイア組の現場復帰

を希望要望し、募集しています。 
 
●歯科助手 

 歯科助手も地域によっては集まりにくくなっています。歯科衛生士のいない歯科医院にとっ

ては、経験値のある歯科助手の定着は死活問題です。しかし、歯科助手を診療補助・介助と

しての限界を越えて診療に従事させている医院もあるようです。患者も歯科衛生士と助手の

違いをわかっており、資格者かを聞いてくる例も多くあります。 
 歯科衛生士法違反の発覚は、患者の保健所等官庁ホームページへの書き込みや通報、院内か

らの密告等によります。従業員もモラルと誇りを持って仕事をしたいため、院内業務の選別

には注目してきている現状があるようです。 
 

（５）金融機関からの厳しい与信審査 

 現在、歯科医院開業への融資は非常に厳しいと言わなければなりません。都市銀行では

受付すらしてもらえないケースが発生し、地方銀行や信用金庫・信用組合を利用し、何と

か融資実行を得ている現状です。収益性の高い既存の医院であれば、設備投資等の融資も

問題ないでしょうが、ぎりぎりのラインで経営している歯科医院の設備投資融資や運転資

金融資の審査はより厳しいのが現実です。 



 4

 

 

 

 

 

 今後、わが国の人口総数は、毎年 0.3％程度ずつ減少していくと言われています。人口

総数が減少していく中で歯科医師が増えていけば、１歯科医師当たりの人口数は減少して

いくことになります。 

 しかし、歯科医療需要量という観点で見れば、人口総数が減少しても、すぐに歯科医療

需要が減少するとは言えません。なぜなら、人口減少の最大要因は出生率の低下にあるか

らです。人口減少の大半は年少人口であり、歯科医院が主としてターゲットとする 20 歳以

上の人口総数の減少は遥かに緩やかです。逆に受療率の高い年齢層は増加していくことが

予測されています。 

 

 

 

 平成 18 年末の時点で歯科医師数は 97,198 人です。平成 12 年の日本総研による｢歯科医

業経営の将来予測｣によれば、歯科医師総数は平成 47 年時点では、137,653 人と予測され

ています。しかし、この数字は歯科医師の資格保有者の数字であり、活動能力を考慮した

数字ではありません。一般的には｢50 歳代から診療効率は徐々に低下していき、60 歳代に

入ると診療効率の低下は顕著になる。｣と言われています。日本総研は活動能力を考慮した

平成 47 年時点での歯科医師数は、118,422 人と予測しています。 

 また、年齢構成に加えて、女性歯科医師の比率が増加していることも挙げられます。現

在、大学歯学部、歯科大学の学生に占める女性の比率は 40％に近づいています。 

 女性は、結婚などで診療から離れる割合が高く、単純に医師の増加が診療所の増加とイ

コールにはなりません。 

 歯科医師の増加に比例して歯科医院も増加すると予測されています。平成 19 年末現在、

歯科診療所は 67,879 件です。前出の日本総研レポートによれば、歯科診療所は平成 47 年

には 80,741 件と予測されています。 

 確かに緩やかに歯科医院数は増加を続けていくことになると推測されますが、前述の通

り歯科医師の年齢構成や性別比の変化を考えると予測以上に増加数は緩やかになると思わ

れます。 

 厳しい歯科医院経営の現状においては、暗い気持になりがちですが、将来推測では、歯

科医師の増加が、単純に歯科医院の増加につながらず、むしろ歯科医療需要は歯科医院の

将来に希望をもたらす推測ができるのは心強い限りです。 

歯科医療マーケットの将来 

２ 

１｜人口動態からの推測  

２｜歯科医師数からの変動推測 
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 前述の通り、歯科医療需要そのものは、今後 30 年程度は減少しないと考えられますが、

だからといって、誰もが開業すればそれなりの収益を上げられるかと言えば、必ずしもそ

うだとは言い切れません。 
 旧態依然とした診療しか行わない歯科医院は、患者層から支持されることはないでしょ

う。なぜならば、歯科に関する情報量が飛躍的に増加しているためです。その一端を担っ

ているのがインターネットです。 
 インターネットの検索サイトで｢歯科｣をキーワードに検索を行うと 2,300 万件ものヒッ

トがあります。専門的な用語である｢審美歯科｣｢ホワイトニング｣｢歯周病｣といったキーワ

ードでも 180 万件以上ヒットします。これほどまでに歯科の情報は溢れているのです。 
 国民が、手に入れた情報に基づき歯科医院を選択する時代に入ったと言えます。言い換

えるならば、先進の治療技術を提供できない歯科医院は取り残されていくことになるでし

ょう。 
 また、全国レベルで見ても歯科医院が不足している状況ではありません。国民からすれ

ば｢Ａ歯科医院が気に入らなければ、Ｂ歯科医院に行けば良い｣との思いが生まれるのは当

然です。 
 
■国民の思い 

   よりすぐれた技術を持つ、 
   より人間的に優れた歯科医師に、 
   より良い環境の中で治療を受けたい。 

 
 この国民の思いに応えることができた歯科医院が支持されるようになるのは当然の帰結

なのです。 
 

 

 

 

レポート全編は、当事務所のホームページの 

「歯科経営情報レポート」よりご覧ください。 

成長を続けている歯科医院経営者の特徴 

３ 



 6

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      注：総数には感染症病床を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月末在院患者数 
注：１ 月末病床利用率＝

月末病床数 
×100 

  ２ 病院の総数には感染症病床を含む。 

病 院 報 告 
（平成 20 年１月分概数） 

 

（厚生労働省）【20/06/19 公表】 

医業経営ＴＯＰＩＣＳ  統計調査資料 

要 約 

１．１日平均患者数（各月間） 

２．月末病床利用率（各月末） 
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在院患者延数 

注：１ 平均在院日数 ＝ 
１／２（新入院患者数＋退院患者数）

 

在院患者延数 

ただし、 
療養病床の 
平均在院日数

＝ 
１／２ 

新入院
患者数 ＋

同一医療機関内
の他の病床から
移された患者数

＋
退院患
者数 

＋ 
同一医療機関内
の他の病床へ 
移された患者数

  ２ 病院の総数には感染症病床を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．平均在院日数（各月間） 
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「病院報告（平成 20 年１月分概数）」の全文は、 

当事務所のホームページの 

「医業経営ＴＯＰＩＣＳ」よりご確認ください。 
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 00:00:03  Ⅰ 病院に求められる人事制度は「役割＋能力」  

 00:03:10  Ⅱ 経営ビジョン達成型人事制度の特徴  

 00:05:38  Ⅲ 経営ビジョン達成型人事制度構築のポイント  

 00:06:19  STEP 1～人事賃金制度分析による課題抽出  

 00:09:58  STEP 2～資格制度（役割・能力基準）の構築  

 00:14:52  STEP 3～目標管理、役割・能力評価制度の構築  

 00:19:30  STEP 4～賃金、退職金制度の改定  

 00:26:03  STEP 5～院内調整、運用の実施 

医業経営ネットセミナー 掲載タイトル紹介 

講義内容 

病院のための 

経営ビジョン達成型人事制度 

ジャンル：経営戦略 ● 講 師：株式会社 吉岡経営センター 経営コンサルタント 立石 薫 
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株式会社 吉岡経営センター 経営コンサルタント 立石 薫（たていし・かおる） 

≪ 経 歴 ≫ 

 1970 年青森県生まれ。釧路公立大学経済学部卒業後、商社、大手飲食店チェーンでの勤

務を経て、平成 12 年吉岡経営センターに入社。現在、コンサルティング部 次長として

医療機関・福祉施設を中心に、下記に挙げる業務を中心に手がけている。 

 

≪専門分野≫ 

・人事賃金制度構築コンサルティング 

・業績管理コンサルティング 

 

本編は、当事務所のホームページの 

「医業経営ネットセミナー」よりご覧ください。 

講師プロフィール 
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ジャンル：医業経営 ＞ サブジャンル： 接遇向上 

 

 

来客応対のポイント 

来院されたお客様に印象良く応接するにはどのようなポイントがあるのでしょうか？ 

 

 

■受付・取次ぎ 

 受付・取次ぎの仕方として、次の５つのポイントを心得ておきましょう。 

①お客さまを快くお迎えする 
 お客さまは、突然来訪されることが多いものです つねに待機の姿勢をとっておかないと即座に応

答できず、お客さまに 不快の念を与えます。 

②お客さまを戸惑わせない  
 お客さまがみえたら笑顔であいさつしましょう 笑顔は相手に安心感を与えます。取次ぎ不在ほど

不安を与えるものはありません。 

③差別待遇をしない  
 顔見知りのお客さまを先にするとか、身なりなどで応対の態度を変えることは避けましょう。だれ

に対しても、誠意と親切心をもって接すべきです。 

④敏速に応対する  
 お客さまを待たせないことが最良です。もし、業務がたてこんでいて応対が遅れそうなときは、

「少々お待ちください」とお願いしましょう。 

⑤お客さまの用件（来意）を早くつかむ 
 お客さまのお名前と用件は、正確に聞き、同じことを何度も聞き直すことはやめましょう。 

⑥相手の気分を害さない 
 ハッキリ居留守とわかるような断り方は絶対に避けましょう。事情はどうあれ、取次ぐ際には精い

っぱいの誠意を示すことが必要です。 

 

また、応接の際に次の４つのポイントに注意することで、お客様へ与える印象が良くなり

ます。 

 

①第一印象がすべてを決める 
 組織全体のイメージは、お客さまに与える応対者の第一印象で決まります。笑顔、やさしさ、明る

さは応接の基本的態度です。てきぱきと気持ちよくお客さまの要件を処理しましょう。 

②常にお客さまを立てる 
 たとえお客さまが間違っていたり、ムリなことを云ってきたりしてもあなたが感情的になってはい

けません。一応お客さまを立てて、お話をよくお聞きするように努めましょう。 

③熱意を忘れない 
 熱意のある応対はお客さまの心に響くものです。あなたの熱意が、しぐさやコトバに反映し、あな

たに対する親近感を お客さまに抱かせるのです。 

④お客さまの特性を素早く見抜く 
 人にはさまざまな性格があるものです。お客さまの特性をつかむことは、なかなか難しいことです

が、努めて その特性に合わせるように応対しましょう。 

 それが「機転をきかせる」ということであり、印象の良い応接方法の第一原則です。 

医業経営 Ｑ＆Ａ① 
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ジャンル：医業経営 ＞ サブジャンル： 接遇向上 

 
 

継続的な電話教育 

電話の応対について教育をしても一時的には改善されるのですが、しばらくすると元に戻

ってしまいます。継続される効果的方法はないでしょうか？ 

 

 

 個人（集合研修でも）を対象になんらかの研修や訓練を行った場合、職場での継続性を

向上させるとするとアプローチは２つあります。 

 一つは個人レベルでの継続性に焦点をあてる、もう一つはマネジメント体制（職場環境）

へ焦点をあてることです。通常、両方からのアプローチを必要とします。どちらか片方で

は限界が早くにやってきます。 

 ここでは、まず個人レベルでの継続性に焦点を当てたものをご紹介します。 

 

■個人への働きかけ 

 やる気が大切ですが、この「やる気」ほど当てにならないことがよくあります。 

 「気」とは浮気、空気、元気などと移ろいやすいものです。余程の目的意識とセルフコ

ントロールを利かせられる人でないと維持するのは困難です。 

 ですからある程度システム化する必要があります。つまり自分でチェックできるシステ

ムを作るのです。簡単です。机の上や前に研修会で学習したポイントを張って電話前、後

に必ず見るようにします。期間を決め、上司に点数をつけ申告する方法も良いでしょう。 

 例えば、以下のようなものです。 

 

■電話対応 10 か条 

  1. 電話をかける前に準備を行う 

  2. 相手の利益を考える 

  3. 時間帯を考えた電話をする 

  4. いつも元気で明るい声を出す 

  5. 話す言葉は少しゆっくり、ハッキリしている 

  6. 相槌の打ち方をわきまえている 

  7. 感情豊かに、見えない相手が目の前にいるように話をする 

  8. 電話中にお辞儀をする 

  9. 電話を使い勝手のよく好きだ、と思える 

 10. いつも、さわやかな印象を与えて電話を切る 

 

 上記よりも細かく動作レベルで記したものでも可能です。ですが数が多いと大変ですの

で多くても 10 くらいが適当でしょう。 

医業経営 Ｑ＆Ａ② 医業経営 Ｑ＆Ａ② 


